
　
　
　
　

第21回定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

　

本内容は、法令及び当社定款第17条の規定に基づき、
当社ホームページ（https://company.golfdigest.co.jp/ir/）に掲載し、
提供させていただいているものです。

　
　
　
　

株式会社ゴルフダイジェスト・オンライン
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連結株主資本等変動計算書
(2019年１月１日から)2019年12月31日まで

（単位：千円）
　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本
合計

当 期 首 残 高 1,458,953 2,447,104 2,300,888 △245 6,206,700
連結会計年度中の変動額
剰余金の配当 △216,319 △216,319
親会社株主に帰属する当期純利益 358,782 358,782
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額) －

連結会計年度中の変動額合計 － － 142,463 － 142,463
当 期 末 残 高 1,458,953 2,447,104 2,443,351 △245 6,349,164
　

その他の包括利益累計額
純資産合計その他有価証券

評価差額金
為替換算調整
勘定

その他の包括
利益累計額合計

当 期 首 残 高 △2,519 3,266 747 6,207,448
連結会計年度中の変動額
　剰余金の配当 △216,319
親会社株主に帰属する当期純利益 358,782
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額) 499 △34,854 △34,354 △34,354

連結会計年度中の変動額合計 499 △34,854 △34,354 108,108
当 期 末 残 高 △2,020 △31,587 △33,607 6,315,556
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株主資本等変動計算書
( 2019 年１月１日から)2019 年12月31日まで

（単位：千円）
株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合計資本準備金 その他

資本剰余金
資本剰余金
合計

その他
利益剰余金
繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 1,458,953 1,420,071 1,027,033 2,447,104 2,411,892 △245 6,317,705
事業年度中の変動額
剰余金の配当 △173,600 △173,600
当期純利益 651,226 651,226
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額) －

事業年度中の変動額合計 － － － － 477,625 － 477,625
当 期 末 残 高 1,458,953 1,420,071 1,027,033 2,447,104 2,889,517 △245 6,795,330
　

評価・換算差額等
純資産合計その他

有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △2,519 △2,519 6,315,185
事業年度中の変動額
剰余金の配当 △173,600
当期純利益 651,226
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額) 499 499 499

事業年度中の変動額合計 499 499 478,124
当 期 末 残 高 △2,020 △2,020 6,793,310
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連結注記表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
(1) 連結の範囲に関する事項
① 連結子会社の状況
連結子会社の数 13社

　 主要な連結子会社の名称 株式会社GDOゴルフテック
　 キッズゴルフ株式会社
　 GDO Sports, Inc.
　 GolfTEC Enterprises LLC
　 なお13社にはGolfTEC Enterprises LLC社の子会社９社が含まれております。

② 非連結子会社の状況
該当事項はありません。

③ 議決権の過半数を所有しているにもかかわらず子会社としなかった会社等の状況
該当事項はありません。

　
(2) 会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法
イ．その他有価証券
・時価のあるもの 当連結会計年度末の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
・時価のないもの 移動平均法による原価法
ロ．デリバティブ 時価法
ハ．たな卸資産
・商品 主として、移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
在外子会社は、総平均法を採用しております。

・仕掛品、貯蔵品 個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づ
く簿価切下げの方法）
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② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産
　（リース資産を除く）

定率法
ただし、平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備については、
定額法を採用しております。
在外子会社は、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりとなっております。
建物 ３～47年
工具、器具及び備品 ２～15年

ロ．無形固定資産
　（リース資産を除く）

定額法

・自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間（３～５年）に基づく定額法によっており
ます。

ハ．リース資産
・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零として算定する定額法を採
用しております。

　
③ 重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を
検討し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金 翌期に支給すべき従業員賞与に備えるため、当期に負担すべき金額を
見積もって計上しております。

ハ．ポイント引当金 将来のポイントの使用による販売促進費の発生に備えるため、使用実
績率に基づき将来利用されると見込まれるポイントに対して見積り額
を計上しております。

ニ．株主優待引当金 株主優待制度に基づく費用の発生に備えるため、翌期において発生す
ると見込まれる額を計上しております。

ホ．役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に備えるため、内部規定に基づき期末要支給
額を計上しております。
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④ 重要な外貨建ての資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し
ております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、
収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に
含めて計上しております。

⑤ 重要なヘッジ会計の方法
イ．ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理を採用しております。
ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段 為替予約

ヘッジ対象 外貨建金銭債権債務等
ハ．ヘッジ方針 内部規定に基づき、外貨建金銭債権債務等に係る為替変動リスクにつ

いてヘッジしております。
ニ．ヘッジ有効性評価の方法 為替相場の変動によるキャッシュ・フローの変動を完全に相殺するも

のと想定されるため、有効性の評価は省略しております。

⑥ その他連結計算書類作成のための重要な事項
イ．消費税等の会計処理 税抜方式によっております。
ロ．のれんの償却方法及び期間 のれんの償却については、その効果の発現する期間を個別に見積も

り、償却期間を決定した上で、均等償却しております。
　
２．表示方法の変更に関する注記
　（連結貸借対照表）
「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）に伴う、「会

社法施行規則及び会社計算規則の一部を改正する省令」（法務省令第５号 平成30年３月26日）を当連結会
計年度から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表
示する方法に変更しております。

３．連結貸借対照表に関する注記
有形固定資産の減価償却累計額 1,791,283千円
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４. 連結損益計算書に関する注記
　固定資産の減損
① 減損損失を認識した資産

用途 場所 種類 減損損失額
（千円）

スタジオ等 東京都大田区 建物他 98,437

スタジオ 福岡県福岡市 建物他 72,536

合計 170,974
　
② 減損損失の認識に至った経緯
当初想定した収益が見込めなくなったため、当該資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。

③ 減損損失の内訳
種類 減損損失額（千円）

建物 150,002

工具、器具及び備品 20,972

合計 170,974

④ 資産のグルーピングの方法
独立したキャッシュ・フローを生み出す事業単位を基準に資産のグルーピングを行っております。ま

た、遊休資産及び処分予定資産については、当該資産ごとにグルーピングを行っております。
　
⑤ 回収可能価額の算定方法
事業用資産の回収可能価額は使用価値により算定しております。使用価値については、将来キャッシ
ュ・フローに基づく使用価値がマイナスであるものは、回収可能価額を零として評価しております。
　また将来キャッシュ・フローがマイナスであるものの割引率は記載を省略しております。

― 6 ―

2020年03月04日 13時22分 $FOLDER; 7ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



５．連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

　

株 式 の 種 類 当連結会計年度
期首株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度
末株式数

普 通 株 式 18,274,000株 －株 －株 18,274,000株
　
(2) 配当に関する事項
① 配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日 配当原資

2019年３月27日
定 時 株 主 総 会 普通株式 100,505 5.50 2018年12月31日2019年３月28日 利益剰余金
2019年５月30日
取 締 役 会 普通株式 73,095 4.00 2019年６月30日2019年８月23日 利益剰余金

　
② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの
2020年３月30日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり提案し

ております。

決議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日 配当原資

2020年３月30日
定 時 株 主 総 会 普通株式 100,505 5.50 2019年12月31日2020年３月31日 利益剰余金

　
(3) 当連結会計年度末日における新株予約権の目的となる株式の種類及び数
該当事項はありません。
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６．金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項
① 金融商品に対する取組方針
　当社グループは、資金運用につきましては、主に預金及び有価証券の安全性の高い金融商品で運用して
おります。
　事業を行うための設備投資資金及び運転資金につきましては、銀行等金融機関からの借入により調達し
ております。
　デリバティブ取引は、将来の為替変動等によるリスク回避を目的としてのみ利用しており、投機的な取
引は行わない方針であります。

② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、取引先ごと
の期日管理及び残高管理を行うと共に、回収遅延債権については、定期的に各担当部門長へ報告され、個
別に把握及び対応を行う体制としております。
　投資有価証券は、その他有価証券に区分される株式及び出資金であり、市場価格の変動リスクに晒され
ております。当該リスクに関しては、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握することで減損懸念の早
期把握や軽減を図っております。
　営業債務である買掛金は、そのほとんどが３カ月以内の支払期日です。
　借入金は、営業取引に係る運転資金（主として短期）及びＭ＆Ａに係る資金調達を目的とした資金（長
期）であります。このうち一部は、変動金利であるため金利変動リスクに晒されております。デリバティ
ブ取引は、通貨関連では為替予約であります。
　為替予約取引は、為替相場の変動によるリスクを有しております。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手
段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、「１．連結計算書類作成のため
の基本となる重要な事項(2)会計方針に関する事項⑤重要なヘッジ会計の方法」をご参照ください。

③ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額
が含まれております。
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(2) 金融商品の時価等に関する事項
2019年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２参照）。
　

連結貸借対照表
計上額（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

（1）現金及び預金 1,996,536 1,996,536 －
（2）売掛金 2,638,113
　 貸倒引当金（※1） △9,609
　 売掛金（純額） 2,628,503 2,628,503 －
（3）投資有価証券 11,491 11,491 －

資産計 4,636,531 4,636,531 －
（1）買掛金 2,714,606 2,714,606 －
（2）短期借入金 3,446,190 3,446,190 －
（3）未払金 856,006 856,006 －
（4）長期借入金（※2） 1,333,747 1,336,608 2,860

負債計 8,350,551 8,353,412 2,860
（※1）売掛金については対応する貸倒引当金を控除しております。
（※2）長期借入金には、１年内返済予定長期借入金を含めております。

(注)１.金融商品の時価の算定方法、並びに投資有価証券及びデリバティブ取引に関する事項は次のとおりであり
ます。
資産

　

(1) 現金及び預金、(2) 売掛金
これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に
よっております。
(3) 投資有価証券
時価のある株式については、取引所の価格によっております。

なお、種類ごとの有価証券に関する事項については、重要性が乏しいため、記載を省略しております。
負債

　

(1) 買掛金、(2) 短期借入金、(3) 未払金
これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に
よっております。
(4) 長期借入金
時価については、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定す
る方法によっております。
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デリバティブ取引
　

(1)ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引
　 該当事項はありません。

　(2)ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引
　 該当事項はありません。

(注)２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
　

区分 連結貸借対照表計上額（千円）
出資金 14,757
非上場株式 0
敷金及び保証金 602,952

　

出資金及び非上場株式については、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積もることなどがで
きず、時価を把握することが極めて困難と認められるものであるため、「(3)投資有価証券」には含めておりませ
ん。
また、将来の償還予定時期が合理的に見込めない敷金及び保証金は、将来キャッシュ・フローを見積もること

などができず、時価を把握することが極めて困難と認められることから、時価開示の対象とはしておりません。

７．賃貸等不動産に関する注記
当連結会計年度末における賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、注記を省略しております。
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８．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 345円61銭
（2）１株当たり当期純利益 19円63銭
　
９．重要な後発事象に関する注記
　 連結子会社の吸収合併

当社は、2019年11月28日開催の取締役会において、2020年１月１日を効力発生日として、当社連結子
会社である株式会社GDOゴルフテックを吸収合併存続会社、同じく当社連結子会社であるキッズゴルフ株
式会社を吸収合併消滅会社とする吸収合併を実施いたしました。

　 （1）取引の概要
　 ① 結合当事企業の名称及びその事業の内容
　 結合企業（存続会社）

　 名 称：株式会社GDOゴルフテック
　 事業内容：ゴルフレッスンサービス及びクラブフィッティング販売サービス

　 被結合企業（消滅会社）
　 名 称：キッズゴルフ株式会社
　 事業内容：ジュニア向けゴルフスクール「キッズゴルフ」の運営
　 ② 企業結合日
　 2020年１月１日
　 ③ 企業結合の法的形式
　 株式会社GDOゴルフテックを存続会社とし、キッズゴルフ株式会社を消滅会社とする吸収合併
　 ④ 結合後企業の名称
　 株式会社GDOゴルフテック（当社の連結子会社）
　⑤ その他取引の概要に関する事項

当社グループの組織再編成の一環として、ゴルフレッスンサービスを行っている子会社同士の経営を
統合することにより、管理業務の効率化を図るものであります。

　 （2）会計処理の概要
「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成31年１月16日）及び「企業結合会計基準

及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成31年１月16日）に基
づき、共通支配下の取引として処理する予定です。
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項
(1) 資産の評価基準及び評価方法
① 子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
② その他有価証券
・時価のあるもの 当事業年度末の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
・時価のないもの 移動平均法による原価法
③ デリバティブ 時価法
④ たな卸資産
・商品 主として、移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
・仕掛品、貯蔵品 個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法）
　
(2) 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産
　（リース資産を除く）

定率法
ただし、平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備については、
定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりとなっております。
建物 47年
建物附属設備 ３～17年
工具、器具及び備品 ２～15年

② 無形固定資産
　（リース資産を除く）
・自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間（３～５年）に基づく定額法によっており

ます。
③ リース資産
・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零として算定する定額法を採
用しております。
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(3) 引当金の計上基準
① 貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検
討し、回収不能見込額を計上しております。

② ポイント引当金 将来のポイントの使用による販売促進費の発生に備えるため、使用実
績率に基づき将来利用されると見込まれるポイントに対して見積り額
を計上しております。

③ 株主優待引当金 株主優待制度に基づく費用の発生に備えるため、翌期において発生す
ると見込まれる額を計上しております。

④ 役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に備えるため、内部規定に基づき期末要支給
額を計上しております。

　
(4) 重要なヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理を採用しております。
② ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段 為替予約

ヘッジ対象 外貨建金銭債権債務等
③ ヘッジ方針 内部規定に基づき、外貨建金銭債権債務等に係る為替変動リスクにつ

いてヘッジしております。
④ ヘッジ有効性評価の方法 為替相場の変動によるキャッシュ・フローの変動を完全に相殺するも

のと想定されるため、有効性の評価は省略しております。
　
(5) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理 税抜方式によっております。
　
２．表示方法の変更に関する注記
（貸借対照表）
「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）に伴う、「会社
法施行規則及び会社計算規則の一部を改正する省令」（法務省令第５号 平成30年３月26日）を当事業年度か
ら適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示する方法に変更しております。

― 13 ―

2020年03月04日 13時22分 $FOLDER; 14ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



３．貸借対照表に関する注記
(1) 有形固定資産の減価償却累計額 358,738千円
　
(2) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分掲記したものを除く）
① 短期金銭債権 47,519千円
② 短期金銭債務 5,287千円

　
(3) 保証債務
　関係会社の金融機関からの借り入れ等に対する債務保証 695,642千円

４．損益計算書に関する注記
(1) 固定資産の減損
① 減損損失を認識した資産

用途 場所 種類 減損損失額
（千円）

その他の事業 東京都大田区 建物他 91,105

合計 91,105
　
② 減損損失の認識に至った経緯
当初想定した収益が見込めなくなったため、当該資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。

③ 減損損失の内訳
種類 減損損失額（千円）

建物 83,000

工具、器具及び備品 8,105

合計 91,105
　
④ 資産のグルーピングの方法
独立したキャッシュ・フローを生み出す事業単位を基準に資産のグルーピングを行っております。ま

た、遊休資産及び処分予定資産については、当該資産ごとにグルーピングを行っております。
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⑤ 回収可能価額の算定方法
事業用資産の回収可能価額は使用価値により算定しております。使用価値については、将来キャッシ
ュ・フローに基づく使用価値がマイナスであるものは、回収可能価額を零として評価しております。
　また将来キャッシュ・フローがマイナスであるものの割引率は記載を省略しております。

(2) 関係会社との取引高
① 売上高 114,183千円
② 売上原価 63,401千円
③ 販売費及び一般管理費 33,613千円
④ 営業取引以外の取引高 12,455千円

５．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

　

株 式 の 種 類 当事業年度
期首株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度
末株式数

普 通 株 式 250 株 － 株 － 株 250 株
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６．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び負債の発生の主な原因別内訳
繰延税金資産
未払事業税 20,252千円
ポイント引当金 65,710千円
貸倒引当金 206,330千円
減損損失 51,640千円
役員退職慰労引当金 33,069千円
資産除去債務 42,267千円
関係会社株式評価損 58,383千円
投資有価証券評価損 15,300千円
その他 33,228千円
小計 526,183千円
評価性引当額 △310,469千円
合計 215,713千円

繰延税金負債
資産除去債務 △34,988千円
合計 △34,988千円

繰延税金資産（負債）の純額 180,725千円
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７．関連当事者との取引に関する注記
(1) 連結子会社及び関連会社

　

種類 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合（％）

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

子会社 ㈱GDOゴルフテック （所有）直接100.0
商品の販売
役員の兼任
経営指導

資金の貸付
(注2) ― 流動資産その他

（未収利息） 3,941

経営指導料 6,000 関係会社
長期貸付金(注2、3) 640,000

利息の受取 3,941 ― ―

子会社 GDO Sports,
Inc. （所有）直接100.0 役員の兼任

債務保証 債務保証 695,642 ― ―

（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。
２．取引条件及び取引条件の決定方針等
資金の貸付につきましては、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

３．株式会社ＧＤＯゴルフテックに対する貸倒懸念債権等に対し、640,000千円の貸倒引当金を計上して
おります。また当事業年度において233,255千円の貸倒引当金繰入額を計上しております。

(2) 役員及び主要株主
　 該当事項はありません。
　

８．１株当たり情報に関する注記
(1) １株当たり純資産額 371円75銭
(2) １株当たり当期純利益 35円64銭
　
９．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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